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率は一〇〇％を上回る事例も少なくなく、平均約七五～九五％にも至る。それに対して、労働者や農民などが受給する年金の所得代替率は約五四～七九・五四 くらいにとどまっている。 「軍公教」の異常なほど高い所得代替率に貢献している優遇策のひとつは、かねてから問題として指摘されていた、通称「一八パーセント」と う制度である。上限はあるが、退職した「軍公教」は、年利一八％が保障される台湾銀行の特別優遇貯金口座に預金することができる。一九五〇年代に退職金の少なかった退役軍人を救済す 措置 して発足したこの制度は、その後公務員および公立学校教員にも適用され、何度かの改革を経て、いまだ運用されているのである。行政院の統計によると、二〇一五年には四六万人がこの制 を利用し、政府によって八二四億台湾元が補填されている。こうした「軍公教」を優遇する退職金は予算編成時においても独自の項目が設けられているため、社会福祉支出には含まれていない。二〇一七年に予定されている国の社会福祉支出が約四八〇〇億台湾元であるのを鑑み と、「一八パーセント」という制度は、
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社会集団間の不公平をもたらすのみならず、財政的にも大きな負担となっていることがわかる。　
蔡英文政権は発足の一カ月後に







護制度構築十カ年計画」 （建構長期照顧体系一〇年計画）は こうしたニーズに対応する大型プロジェクトであった。しかし、当初八一七億台湾元の予算を使用する予定であったが、実際は八年間二三四億台湾元 か確保されず、介護サービスの普及効果も限定的であった。衛生福利部の調査によば、二〇一五年に在宅介護、デイサービスなど公的介護サービスを利用したのは、四万八〇〇〇人ですべての年齢層の要介護人口 約六％にすぎなかった。そのかわり、私的介護施設、外国人ケアワ カー、家族による介護は、それぞれ四万六〇〇〇人（六％） 、二一万八〇〇〇人（二九％） 、四四万八〇〇〇人（五九％）であった。つまり、介護サ ビスの提供は 依然として家族と外国人ケアワーカーに大きく依存しているのである。なお、外国人ケアワーカ は、二〇〇七年以降年間一万名ほどのペ
ースで増加し、二〇〇八年には約一六万名であったのに対して、二〇一四年には約二二万名になったのである。　
選挙前から社会保険方式ではな
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